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イネーブル障害学研究所の
「障害者教育条例（改正草案）」（審査稿）に関する提言
【提言1】第2条第1項　心身の発達に障害のある者及び特別な必要性のある障害者に対して、特別な教育支援と対策を施し、必要に応じた教育を実施するため、本条例を適用する。
【改正草案に対する提言】第2条第1項の「心身の発達に障害のある者及び特別な必要性のある障害者」における「心身の発達に障害」を「心身に障害」に改正し、「特別な必要」を「支援が必要」に改正するべきである。
【提言の理由】「心身の発達に障害」とは、主に個人の成長過程において発現した障害を指し、後期の障害は含まれないため、障害の種類からみると被覆する範囲に遺漏が生じる。また、「特別な必要性」という概念は曖昧であり、明確に範囲を定める必要がある。
【提言2】第3条第1項　国は、障害者が教育を受ける権利を等しく享受することを保障し、障害に基づく一切の教育的差別を禁ずる。
【改正草案に対する提言】第1項の「教育的差別」の概念が不明確であるため、「教育分野における差別」に改正することを提言する。第2項の「必要な条件」は「合理的配慮」に含有されているため、削除することを提言する。
【提言の理由】「教育的差別」は厳密な法律用語、法学用語又は学術的用語ではなく、明確な概念を持たない。「障害者の権利に関する条約」第2条第4項の規定によれば、「合理的配慮」とは、具体的な必要に応じて、障害者が他の人達と同様に全ての人権及び基本的な自由を享受し、行使することを確保するため、不釣り合いで不当な負担を課すことなく、必要かつ適切な改造又は調整を行うことを指し、合理的な配慮には必要となる条件が含まれていると解すべきである。
【提言3】第4条　障害者の教育は、国の教育事業における重要な構成部分である。
障害者教育においては、普及と向上の結合を図り、普及を重点とした方針を立て、学校教育と家庭教育及び終身教育の結合を促進する。国の教育方針を徹底させ、全ての障害者を対象として、教育原則を堅持し、融合させ、障害の種類と適用能力に基づき、普通教育による方法又は特別支援教育による方法を採用しなければならない。
【改正草案に対する提言】「普及と向上の結合を図り、普及を重点とした方針を立て」の表す概念が不明確であり、法律用語でもない。
【提言の理由】普及と向上が何を指すのか、明確に範囲を定める必要がある。
【提言4】第8条　「幼稚園、学校及びその他の教育機関は、法に基づき、条件を満たす障害者を受け入れると共に、障害者の学習に配慮と支援を提供し、障害のある学生の品格、知性及び身体機能等の分野での成長を促すと同時に、障害のある学生の潜在能力の開発、欠陥の補償及び心理的なケアに注意を払わなければならない。
【改正草案に対する提言】「欠陥の補償」を削除することを提言する。
【提言の理由】「欠陥の補償」の概念が不明確、且つ医学的なモデルとしての視点であり、社会的モデルとしての視点ではない。
【提言5】第14条　就学年齢の児童が義務教育を受けるために入学を申請した場合、学校は、障害を理由に拒絶してはならない。学校が相応の教育の指導力を備えていない場合、障害児の父母又はその他の法定後見人の同意を得た上で、県レベルの教育行政機関が一括して手配し、指定の普通学校に就学させることができる。
重度の障害や比較的重度の心身の機能障害があり、付添者による介護や専門的な支援を必要とし、普通教育を受ける能力を備えていない障害児は、県レベル以上の障害者教育指導委員会の評価を受けた上で、別の特殊な方法により義務教育を受けることができる。
【改正草案に対する提言】第1項の前段と後段の間には論理的に問題がある。本項の義務の主体は「学校」であり、かつ前段においては拒絶してはならない旨が定められているが、後段においては、学校が「教育と指導力を備えていない」ことを理由に障害児の受け入れを拒否することを認めている。このため、前段と後段の立法意図を整理して明確化すると共に、正確に説明することを提言する。
第2項の「専門的な支援」の削除を提言する。
【提言の理由】「専門的な支援」については、「重度の障害や比較的重度の心身の機能障害」を持つ心身障害者のみが専門的な支援を必要としているわけではなく、全ての心身障害者が専門的な支援を必要としているため。
【提言6】第17条第2項　学校は、特別支援教育の資格又は経験を有する教員を特殊学級の担任として就任させるか、又は普通学級における障害児の教育と指導にあたらせると共に、学級の定員を適切に削減しなければならない。
【改正草案に対する提言】第2項の「経験」は、解釈上、極めて随意性が高く、削除を提言する。
【提言の理由】経験を有する教員には明確かつ具体的な範囲の定めがなく、実務において、問題が起こりやすいため、明確な範囲を定めるか、削除することを提言する。
【提言7】第18条　学校は、条件を整備し、障害のある学生が、教育・指導及び学校で行われる各種活動に等しく参加できるようにすると共に、特殊な必要に対応できる教材及び補助教材を提供しなければならない。
【改正草案に対する提言】学校は……、特殊な必要に対応できる教材、補助教材及び活動に必要な施設を提供しなければならない。
【提言の理由】本条後段の「教材及び補助教材」では、前段の「教育・指導及び学校で行われる各種活動」に対応できない。
【提言8】第20条第2項  普通高校、職業学校及び大学は、学習能力を備え、身の回りのことが自力ででき、入学基準に達した障害者の受験生に対して、同等の条件において、優先的に合格させるものとし、障害を理由に入学を拒絶してはならない。職業学校及び大学は、障害者の学習に適した専攻において、一定割合の定員を設けて障害のある学生を受け入れることができる。また、専攻の特徴に応じて、身体的条件の要件を適切に引き下げることができる。
普通高校、職業学校及び大学は、障害のある学生の心身の特徴に応じて、相応の教育計画と指導方針を策定し、障害のある学生の潜在能力を開発すると共に、相応のサービスを提供し、障害のある学生が学業を修め、社会に適用できるように支援しなければならない。
【改正草案に対する提言】
第2項の「身の回りのことが自力ででき」の削除を提言する。
第3項の「相応のサービス」を「相応の支援」に改正し、「障害のある学生が学業を修め、社会に適用できるように支援」を削除するよう提言する。
【提言の理由】

（1）身の回りのことが自力でできるか否かは入学の障害とはならないはずであり、国際的な心身障害者教育の発展状況からみた場合、学校が十分な支援を提供すれば、身の回りのことが自力ではできない学生であっても入学して学ぶことが可能である。「同等の条件において、優先的に合格させる」は、「障害を理由として入学を拒絶してはならない」よりも更に踏み込んだ規定となっており、同一の項に規定することは合理的とはいえない。より厳格な規定を原則とすべきであり、「障害を理由として入学を拒絶してはならない」の文言の削除を提言する。
（2）第3項の「相応のサービス」から「相応の支援」への改正は、学校が更に提供しなければならないものはサービスではなく、支援であることを提言するものである。支援は、世界で一般的に用いられている心身障害者へのサポート提供システムの呼称である。「障害のある学生が学業を修め、社会に適用できるように支援しなければならない」とする規定は、実現が期待される目標に重きが置かれており、学校が保証できるものではないため、削除を提言する。
【提言9】第22条　普通学校での学習への適応が困難な障害者については、障害の種類と特殊な教育を受けることの必要性に応じて、相応の特別支援教育、リハビリテーション施設及び能力を備え、障害のある学生を専門に受け入れている特別支援教育機関に入学して教育を受けさせるか、又は県レベル以上の教育行政機関が専任の担当者を指定し、家庭での指導等により教育を受けさせることとする。
【改正草案に対する提言】普通学校での学習への適応が困難な障害者については、障害の種類と特殊な支援の必要性に応じて、相応の特別支援教育若しくはリハビリテーション施設及び能力を備えた障害のある学生を専門に受け入れている特別支援教育機関に入学して教育を受けるか、又は県レベル以上の教育行政機関が専任の担当者を指定し、家庭での指導等により教育を受けさせることとする。
【提言の理由】（1）心身に障害のある学生に特に必要なことは支援であり、それを明確かつ具体的にするため、「教育を受けることの必要性」を「支援の必要性」に改正するよう提言する。
（2）論理的には特殊な教育施設と能力又はリハビリテーション施設と能力であり、両者は並列の関係にあるため、「備えた」と規定し、特別支援教育機関を限定するものでなければならない。
（3）「専任の担当者を指定し、家庭での指導等により教育を受けさせる」を「専任の担当者を指定し、家庭での指導等を通じて教育を提供する」に改正する。
【提言10】第23条第1項　県レベル以上の地方政府は、管轄地域の就学年齢にある障害児の人数、障害の種類及び分布状況に応じて、9年間の義務教育を実施するために小中一貫校を統括的に設置し、特殊な困難を有する障害児が義務教育を終了できるよう保障しなければならない。条件が整っている場合には、特殊な障害のある学生を受け入れる特別支援教育機関を設置するか、又は民間による設置を支援しなければならない。
国は、中西部の経済的に発達していない地域での特別支援学校の建設を支援し、省レベルの人民政府による特別支援教育を実施するための高等教育機関の設置を奨励し、支援する。
【改正草案に対する提言】第1項の「特殊な困難を有する」は具体的に説明する必要があり、「特殊な障害」は削除するよう提言する。
【提言の理由】第1項の「特殊な困難を有する」とは、経済的な困窮を指しているのか、或いは障害の状況を指しているのか、ここでは明確に説明されていない。「特殊な障害」の表現は具体的ではないため、削除の検討を提言する。
【提言11】第26条　特別支援学校は、学生の心身の特性と国の特別支援教育に関する学習指導要領に基づき、個別に教育課程計画を策定し、対象別に指導活動を実施しなければならない。
教育とリハビリテーション訓練を受け、普通学校の学習要件に適応できる障害のある学生に対しては、特別支援学校が提言し、学生の父母又は法定後見人の同意を得た後、県レベルの障害者教育指導委員会の審査を受け、教育行政の監督官庁の決定により、普通学校に転入又は入学させ、学習を継続させることができる。
【改正草案に対する提言】第2項の「特別支援学校が提言し」を「学生本人又は父母、後見人が申し立て」に改正するよう提言する。
【提言の理由】学生には完全な教育を受ける権利があり、自主的にこの権利を行使できるはずであるが、「学生の父母又は法定後見人の同意を得た後」とする規定は自主原則に反しており、上記の内容に相応の改正を行った後、削除するよう提言する。
【提言12】第27条第1項　区を持つ市、県レベルの人民政府又は教育行政機関は、特別支援学校に対して、次の職責を委託することができる。
【改正草案に対する提言】「区を持つ市」を削除し、「家庭で学習する障害児に補習と支援を提供する」を「家庭で学習する障害児に指導と支援を提供する」に改正することを提言する。
【提言の理由】「区を持つ市」は、本条例では初めて用いられた表現であり、若干、唐突で不自然である。また、法理論からは、「区を持つ市」と規定する必要性が見出せない上、前後にも立法意図をより適切に体現する条項がみられない。また、「県レベルの人民政府」には区政府も含まれている。教員は、家庭で学習する障害児に対して、補習ではなく、指導を行うべきであり、更に全面的かつ適切に規定すべきである。
【提言13】第28条第1項　障害者の職業教育を実施する特別支援学校及び職業学校は、社会の需要と障害のある学生の心身の特性に基づき、専攻を独自に設置することができる。指導上の必要性と条件に応じて、実習拠点又は企業と提携して設立する実習・実地訓練拠点を発展させ、卒業生の就業と起業のために機会と創造のための条件を提供することができる。
【改正草案に対する提言】「心身の特徴」を使用するよう提言する。
【提言の理由】「心身の特性」について、第20条では「心身の特徴」が使用されており、「心身の特徴」を統一して使用することを提言する。
【提言14】第30条第1項　県レベル以上の人民政府は、特別支援教育に携わる教員の育成と教育訓練に力を入れると共に、特別支援教育に携わる教員の地位と待遇を段階的に引き上げ、労働環境と条件を改善し、教員が障害者の教育事業に終生従事することを奨励しなければならない。
【改正草案に対する提言】「教員が障害者の教育事業に終生従事することを奨励」の文言の削除を提言する。
【提言の理由】この文言は、労働基本権における職業選択の自由に反している。
【提言15】第33条第1項　特別支援教育を担う教師を育成する大学は、国の関連規定に基づき、教育を無償で実施し、特別支援学校や普通学級における障害児教育に必要な専門の教員と専門の要員を育成し、教育訓練しなければならない。
【改正草案に対する提言】第1項の「普通学級における障害児教育に必要な」を「普通学級における障害児教育の指導モデルを実施する上で必要な」に改正することを提言する。
【提言の理由】より正確かつ合理的な文言を用いるべきである。
【提言16】第35条第1項　県レベル以上の地方人民政府の教育行政機関は、特別支援教育に携わる教員の育成を教員の継続教育・育成計画に組み入れ、様々な形態により、特別支援教育を担う現職教員の研修と向上を図らなければならない。また、一般教員を対象とした継続教育において、特別支援教育の内容と関連知識を一定の割合で追加しなければならない。
【改正草案に対する提言】「向上」を削除する。
【提言の理由】研修と向上は、語義が重複しているおそれがある。
【提言17】第40条　障害者は、高校入試、大学入試、学歴資格認定試験を受験する上で、特別な試験方法によって受験する必要がある場合は、申請を提出することができる。試験機関及び学校は、障害の種類と志望する専攻の要件に基づき、合理的配慮及び必要なサポートを提供し、障害者の受験の権利を保障しなければならない。
【改正草案に対する提言】「及び必要なサポート」の削除を提言する。
【提言の理由】「特別な試験方法」がどのような方法を指すのか明示されていないが、「合理的配慮」には必要なサポートも含まれている。
【提言18】第42条第1項　国は、市民、社会組織、企業及び事業団体が私立の特別支援教育機関を設立することを奨励し、支援し、障害者の教育機関と障害のある学生に対して助成金を支給する。私立学校又はその他の教育機関が障害のある学生を受け入れることを奨励し、支援する。
【改正草案に対する提言】「国は、市民、社会組織、企業及び事業団体が私立の特別支援教育機関を設立することを奨励し、支援し、障害者の教育機関と障害のある学生に対して助成金を支給する」の「設立」を「開設」に改正し、それぞれが並列する表現に変更する。

【提言の理由】「その他の教育機関」と第3項の「私立の特別支援教育機関」が対応していないため、具体的にはどのような教育機関を指しているのか確定することができない。
【提言19】第43条第2項　国は、障害者の心身の機能的欠陥を補償し、障害者の学習能力の改善と向上に寄与する基礎研究、応用研究、創意工夫の展開を奨励し、支援する。
【改正草案に対する提言】「支援」を「補助」に改正するよう提言する。
【提言の理由】「障害者の心身の機能的欠陥を補償」の概念の範囲が定められておらず、医療モデルからの視点である。
【提言20】第48条　幼稚園、学校及びその他の教育機関が本条例に反し、次の各項の何れかに該当する場合、教育行政の監督官庁は、改善を命じる。期限を過ぎても改善されない場合、教育行政の監督官庁は、法に基づいて改善を執行すると共に、法に基づき、教育機関の主な責任者と関係する責任者を処分する。障害のある学生の法的権利が侵害された場合、法に基づき、謝罪すると共に、速やかに救済し、賠償しなければならない。
（1）条件を満たす障害のある学生の入学を拒絶した場合、又は国が定める合格要件以外に条件を付加し、障害のある学生の就学を制限した場合。
（2）法に基づいて必要な措置を講じて障害を取り除くことなく、障害のある学生が等しく教育を受ける機会をサポートしなかった場合。
（3）障害のある学生に対して明らかな差別、侮辱又は体罰を行った場合、又は障害のある学生に対する差別的言動を放置し、障害のある学生の心身に傷害を加えた場合。
（4）法に基づいて障害のある学生の学費及びその他の費用を減免しなかった場合。
（5）校内のバリアフリー環境が要件に適合していなかった場合。
（6）その他の本条例の規定に反する状況がみられた場合。
大学が障害を理由に合格基準に達した障害のある学生の入学を拒絶した場合、学生の受験地における省レベルの教育行政機関及び省レベルの大学入試委員会が改善を命じることとする。
【改正草案に対する提言】
（1）「速やかに救済し」は法的責任を負う方法にあたらず、法律用語でもないため、削除又は改正を提言する。
（2）「明らかな差別」の「明らか」を削除し、実務における適用を円滑に行うため、差別の定義を明確に示すことを提言する。
（3）「障害のある学生の心身に傷害を加えた場合」を削除することを提言する。本条に列挙したいくつかの責任の負担方法では、刑事法に抵触した場合に負わなければならない刑事責任を網羅することができない。
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